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宇都宮駅東口地区整備事業について 

 

◎ 趣旨 

宇都宮駅東口地区整備事業（以下「事業」という。）について報告するもの 

 

１ 事業概要 

   本事業は，宇都宮駅東口地区において，多様で高次な都市機能の導入や県都の顔として

魅力と風格のある象徴的な都市景観創出による都市拠点の形成を図ることを目的とする。  

   これまでの経緯 

平成３０年 １月     「宇都宮駅東口地区整備方針」の策定 

３月 ２日  事業者の募集開始 

          ６月２５日  優先交渉権者の決定 

（うつのみやシンフォニー（代表企業：野村不動産㈱）） 

          ７月３０日  基本協定の締結 

    平成３１年 １月２１日  事業契約の締結 

 

   施設概要等・・・別紙１，別紙２のとおり 

 

２ 都市計画の手続きについて 

   本事業は，「宇都宮駅東口地区整備方針」に基づき，公共と民間の適切な役割分担のも

と，県都の顔にふさわしい風格や魅力を備えた新たな都市空間の形成を目指すものであり，

今後は，事業者との事業契約等に基づき，本市のまちづくりの視点から都市計画を定める。 

 

  地域地区（特例容積率適用地区）の指定・・・別紙３のとおり 

 本事業は，多様で複合的な都市機能の効果的な配置を図るものであることから，地区

内において容積率を柔軟かつ効率的に配分できる「特例容積率適用地区」を新たに定め

る。 

 

 

 

 

 

 

 

  地区計画の変更・・・別紙４のとおり 

本地区においては，高次で多様な都市機能を配置し，本市の顔として魅力と風格を

備えた良好な都市空間を形成するため，平成１８年，広場の位置・規模や，壁面の位

置及び工作物の設置の制限等を定めた「宇都宮駅東口地区地区計画」を定めている。 

事業契約に基づく各施設・建築物等の計画に合わせて，コンベンション施設と連携

したイベント開催やＬＲＴ停留場等との連続性を確保した交流広場となるよう，地区

計画で定めた内容のうち，広場の位置・規模の変更を行うもの 

 

 

【参考】特例容積率適用地区について（都市計画法第８条，建築基準法第 57 条の２） 

都市計画法で定める地域地区の一つであり，都市機能が集積する既成市街地におい

て，未利用となっている建築物の容積の活用を促進し，容積率制限の柔軟な適用によ

り，地区全体で土地の有効活用を図るための制度 

その他
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３ 今後のスケジュール（予定） 

 ２０１９年 ５月   都市計画素案の縦覧（２週間） 

      公聴会 

６月   都市計画案の縦覧（２週間） 

７月   都市計画審議会 

 都市計画決定の告示 

１１月～  各施設の着工等 

    ２０２２年 ８月   まちびらき（コンベンション施設等の供用開始） 











 

計 画 図 
別紙３ 

S=1:2,500 

JR 宇都宮駅

  
面 積 
約 ha 

用 途 防 火 
指 定 
容積率 

建ぺい率

 特例容積率適用地区区域 約２．３ha 商業 防火 ６００％ ８０％ 

※特例容積率適用地区内において，指定容積率の範囲内で容積率の再配分を行う予定。 



 
 

計  画  図 

北地区

南地区

中央地区

東地区

宇都宮駅

広場１号（変更案）

(約 6,000 ㎡) 

広場１号（変更前）

(約 5,000 ㎡) 

凡    例 

 地区計画区域 

 北地区 

 中央地区 

 南地区 

 東地区 

 広場１号（変更前）

 広場１号（変更案）

別紙４ 

１階レベル

屋上レベル

(２階) 

１階レベル

屋上レベル

(３階) 

屋上レベル 

(２階) 

屋上レベル

(３階) 

ＬＲＴ軌道


